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貸 借 対 照 表 
（平成２０年３月３１日現在） 

 （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 
流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
信 用 保 証 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年以内償還予定の社債 
１年以内返済予定の長期借入金 
コマーシャルペーパー 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
割 賦 利 益 繰 延 

 
 
固 定 負 債  

長 期 借 入 金 
預 り 保 証 金 
繰 延 税 金 負 債 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
利 息 返 還 損 失 引 当 金 

 

 
(２９１，８２１) 

１，７２５ 
２３，１１３ 
７３，４８６ 
６８，９３０ 
１０，０００ 
６８，３２１ 
５，０００ 
３，７０１ 

６６４ 
１，４０１ 

２９，４８９ 
１，１２０ 

６６４ 
４，２０３ 

 
 
 (２００，６７３) 
１７０，７６５ 

１，７３３ 
７ 

６６ 
２８，１００ 

 

負 債 合 計 ４９２，４９４ 

（純資産の部） 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金  

 
( ９１，２７３) 

７０，０００ 
２６２ 
２６２ 

( ２１，０１１) 
２１，０１１ 
１７，５８３ 
３，４２７ 

(２４) 
２４ 

 

（ 資 産 の 部 ） 
流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
割 賦 売 掛 金 
営 業 貸 付 金 
信 用 保 証 割 賦 売 掛 金 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 収 益 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
器 具 及 び 備 品 他 
土 地 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
長 期 前 払 費 用 
敷 金 及 び 保 証 金 
そ の 他 

 
 

 
 (５６３，８２１) 

４２，５９５ 
１ 

１５７，３７２ 
３１３，２１５ 
７３，４８６ 
２，７９０ 
９，３８５ 

１２，４０８ 
△４７，４３５ 

 
 

( １９，９７１) 
(  ６，７８６) 

２，９０６ 
６０８ 

３，２７１ 
 (  ９，３３２) 

９，２４８ 
８３ 

(  ３，８５２) 
８３６ 
１８７ 

１，２３４ 
１，２９３ 

３００ 
 
 

純 資 産 合 計 ９１，２９８ 

資 産 合 計 ５８３，７９３ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ５８３，７９３ 
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損 益 計 算 書 

(
平成１９年４月  １日から

平成２０年３月３１日まで) 
 （単位：百万円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 
総 合 あ っ せ ん 収 益 
個 品 あ っ せ ん 収 益 
信 用 保 証 収 益 
融 資 収 益 
そ の 他 の 営 業 収 益 
金 融 収 益  

 
１４，９４８ 
６，８３２ 
３，８０９ 

８５，３６４ 
６，９８６ 

９１８ 
営 業 収 益 合 計 
営 業 費 用 

販売費及び一般管理費 
金 融 費 用 

支 払 利 息 
社 債 利 息 
そ の 他 

 
 
 
 

６，６２７ 
１４４ 
５２９ 

１１８，８６０ 
 

１０６，４５３ 
 
 
 

７，３０１ 

営 業 費 用 合 計  １１３，７５４ 
営 業 利 益 

営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用 

 ５，１０６ 
１０１ 
２４ 

経 常 利 益 
特 別 利 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 
敷 金 ・ 保 証 金 清 算 益 
そ の 他 

 
 

３ 
５７ 
１ 

５，１８３ 
 
 
 

６２ 
特 別 損 失 

固定資産売却・除却損 
減 損 損 失 
店 舗 閉 鎖 損 失 
そ の 他 

 
１０１ 
１７４ 
２５１ 

９０ 

 
 
 
 

６１９ 

税 引 前 当 期 純 利 益 
法人税、住民税及び事業税  
過 年 度 法 人 税 等 
法 人 税 等 調 整 額 

 
１，０７２ 

８２９ 
△７０２ 

４，６２７ 
 
 

１，１９９ 

当 期 純 利 益  
３，４２７ 

 
 



 3 

 
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

(
平成１９年４月  １日から

平成２０年３月３１日まで) 
（単位：百万円） 

  株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 

剰 余 金  資本金 資 本 

準 備 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 別途積立金

繰 越 

利 益 

剰 余 金 

利 益 

剰 余 金 

合 計 

株 主 

資 本 

合 計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 70,000 262 262 60,800 △43,216 17,583 87,846

事業年度中の変動額   

別途積立金の取崩  △43,216 43,216 － －

当期純利益  3,427 3,427 3,427

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
  

事業年度中の変動額合計  △43,216 46,643 3,427 3,427

平成 20 年 3 月 31 日残高 70,000 262 262 17,583 3,427 21,011 91,273

 
評価・換算差額等 

 その他有価証 

券評価差額金 

評価・換算

差 額 等

合 計

純資産合計

平成 19 年 3 月 31 日残高 145 145 87,992

事業年度中の変動額  

別途積立金の取崩  －

当期純利益  3,427

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
△121 △121 △121

事業年度中の変動額合計 △121 △121 3,306

平成 20 年 3 月 31 日残高 24 24 91,298
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ 

 り処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

 

② 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用資産については定額 

 法を採用しております。 

 また、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい 

 ては定額法を採用しております。 

 （会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 19 年 4月 1 日以降に取得した有 

 形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変 

 更しております。この変更による、損益に与える影響は軽微であります。 

 （追加情報） 

  法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した 

 資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用によ 

 り取得価額の 5％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の 5％相当 

 額と備忘価額との差額を 5 年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上し 

 ております。 

 この変更による、損益に与える影響は軽微であります。 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

 （５年）に基づく定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 割賦売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般営業債権につ 

  いては、貸倒実績率を勘案し、必要と認められる額を、貸倒懸念債権等 

  特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計 

  上しております。 

 

(2) 賞与引当金 従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

(3) ポイント引当金 カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員に付与 

  したポイント利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額 

  を計上しております。 

 

(4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づ 

  く期末要支給額を計上しております。 

 

(5) 利息返還損失引当金 将来の利息返還金の発生に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ、 

  最近の返還状況を考慮する等により、返還額を合理的に見積り計上して 

  おります。 
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４．収益の計上基準 期日到来基準に基づき、次の方法によっております。 

部 門 計 上 方 法 

総 合 あ っ せ ん 7・8 分法及び残債方式 

個 品 あ っ せ ん 7・8 分法 

信 用 保 証 主として残債方式 

融 資 主として残債方式 

 （注）計上方法の内容は次の通りであります。 

 7・8 分法 手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到来の 

  つど積数按分額を収益計上する方法。 

 残債方式 元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済期 

  日の到来のつど手数料算出額を収益に計上する方法。 

 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ 
  ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ 

  っております。 

  
６．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

  ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「長 

  期前払費用」に計上し、5 年間で均等償却を行っております。 
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２．貸借対照表に関する注記 
 

１．部門別割賦売掛金残高 

 部 門 別  期 末 残 高

   百万円

 総 合 あ っ せ ん  １００，９０１

 個 品 あ っ せ ん  ４７，５８８

 そ の 他  ８，８８２

 計  １５７，３７２

 

２．債権を流動化した残高 

 部 門 別  期 末 残 高

   百万円

 総 合 あ っ せ ん  ２６，７７６

 個 品 あ っ せ ん  １５，２１９

 営 業 貸 付 金  ６６，９７６

 計  １０８，９７１

 

３．部門別割賦利益繰延残高 

 部 門 別  期 末 残 高  （うち加盟店手数料）

   百万円 百万円

 総 合 あ っ せ ん  ７６３  (   ２１３)

 個 品 あ っ せ ん  ３，３００  (   ３６３)

 信 用 保 証  １３７  (     －)

 融 資  ０  (     －)

 計  ４，２０３  (   ５７６)

 

４．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

 割 賦 売 掛 金 ５１，３８７百万円 

 営 業 貸 付 金 １２９，３９２百万円 

 上記以外に、１年以内返済予定の長期借入金４６８百万円及び長期借入金 

 ９４７百万円の合計１，４１５百万円について、借入先から要求があれば 

 営業債権を担保として提供する契約を結んでおります。 

 

 (2) 担保に係る債務 

 短 期 借 入 金 ５９，０９０百万円 

 １年以内返済予定の長期借入金 ４４，３１３百万円 

 長 期 借 入 金 ７０，０１１百万円 

 

５．有形固定資産の減価償却累計額  １１，６８４百万円 

 

６．保証債務 

  関係会社であります「すみしんライフカード株式会社」について、クレ 

 ジットカード決済業務等に係る債務保証を行っております。 

 債務保証残高 ２５４百万円 

 

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短 期 金 銭 債 権 ７３２百万円 

 長 期 金 銭 債 権 ２８８百万円 

 短 期 金 銭 債 務 ４２１百万円 

 長 期 金 銭 債 務 ８５，０００百万円 
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３．損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 

営業取引高 

 営 業 収 益 ２６７百万円 

 営 業 費 用 １，９５５百万円 

  

 営業取引以外の取引高 １１百万円 

 
 
４．株主資本等変動計算書に関する注記 
 
発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普 通 株 式 １，４００，０６８ － － １，４００，０６８

 

 

５．税効果会計に関する注記  
 

繰延税金資産関係 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

  (単位：百万円) 

 繰延税金資産（流動） 

 貸倒償却 ９，６８１ 

 貸倒引当金 ４，２２３ 

 その他    １，１９７

 繰延税金資産小計 １５，１０１ 

 評価性引当額  △１２，３１０

 繰延税金資産合計 ２，７９０ 

 

 繰延税金資産（固定） 

 ソフトウェア償却 ６８１ 

 投資有価証券評価損 １７１ 

 利息返還損失引当金 １１，４０８ 

 その他    １，４２８

 繰延税金資産小計 １３，６８９ 

 評価性引当額  △１３，６８９ 

 繰延税金資産合計 － 

 

 繰延税金負債（固定） 

 その他有価証券評価差額金 ７ 

 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記  
 

リース契約により使用する重要な固定資産 

 営業用車両、事務用機器一式を所有権移転外ファイナンス・リース契約により使 

 用しております。 
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７．関連当事者との取引に関する注記 
 

１．親会社 

関係内容 

属 性 会社名 
議決権等の 

所有割合 (%) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 

親会社 
アイフル 

株式会社 

(被所有) 

直接 95.9 
兼任６名 

ＡＴＭ利用

提携 

ローン業務

提携 

資金 

取引 

資金の借入 

資金の返済 

利息の支払 

359,092 

364,092 

1,284 

長 期 

借入金 
85,000

（注）アイフル株式会社からの資金の借入については無担保であり、金利は市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 

なお、当社と同社は、総額 200,000 百万円を借入枠とするコミットメントラインに関する契約を締結しております。 

 

２．兄弟会社等  

関係内容 

属 性 会社名 
議決権等の 

所有割合 (%) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

（百万円） 

親会社の

子会社 

株式会社

ワイド 
－ 兼任１名 － 

債権 

譲受 
債権の譲受 8,858 － －

親会社の

子会社 

トライト 

株式会社 
－ 兼任２名 － 

債権 

譲受 
債権の譲受 5,108 － －

親会社の

子会社 

株式会社 

パスキー 
－ 兼任１名 － 

債権 

譲受 
債権の譲受 677 － －

親会社の

子会社 

株式会社

ティー 

シーエム 

－ 兼任１名 － 
債権 

譲受 
債権の譲受 447 － －

（注）債権の譲受価額については、将来発生すると見込まれる貸倒損失や利息返還損失等を勘案して決定しております。 

 

 

８．１株当たり情報に関する注記  
 

１．1株当たり純資産額 ６５，２０９円８２銭 

 

２．1株当たり当期純利益 ２，４４８円１６銭 

 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の百万円未満の端数は、切り捨てて表示しております。 

 


